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日本の初期コンピュータ 開発と国公立研究機関の 役割 

青 木 洋 

はじめに 
日本と米英との 技術格差は戦後数年を 経過して 

も 依然として大きいものがあ ったのであ る・ そ 

日本のコンピュータの 歴史は敗戦後の 国土 荒 のため，当時の 日本の研究者の 間にはもともと 

廃からようやく 立ち直り，自立的な 経済を歩み 不安定な部品であ る真空管を大量に 使用する コ 

始めた 1950 年代初頭に始まる ，この時期に 一部 ンピュー タ の製作に不安を 抱く者も少なくなく ， 

の 大学，民間企業の 研究部門等でコンピュータ 実際にその不安が 的中するかのように 日本の真 

の 試作が開始されるのであ る・しかし，当時の 空曹 式 コンピュータの 開発は大きな 困難に直面 

日本は依然として 海外渡航が不自由な 状況にあ するのであ る 刀 ． 

り ，コンピュータのような 先端的技術分野での こうした事情から ， 日本では 1950 年代中頃 に 

海外との人的・ 技術的交流は 非常に限られてい は 早くも真空管に 代替する，パラメトロン やト 

た，， ．主な情報源は 海外から船便で 送られてく ランジスタなどの 固体素子を用いたコンピュー 

る 技術雑誌や報告書等であ り，当時の研究者は タ 0 開発が大学や 国公立研究機関で 試みられ， 

それらの文献を 頼りに，まさに 暗中模索の状態 真空管 式 コンピュータの 開発とほぼ同時並行的 

で コンピュータの 試作に着手するのであ る． に 進められることになっため．その 結果，欧米 

この時代のコンピュータ 開発の課題はまず 第 では 1950 年代を通じて 真空管 式 コンピュータが 

一に，いかにしてコンピュータを 動かすか， と 主流であ ったが， 日本では 50 年代後半に固体 素   子によるコンピュータの 開発が主流となり ， 論 

組み立て，動作させること 自体に現在からは 想 珪 素子の固体化という 点では欧米よりもむしろ 

像 もつかないような 困難があ ったのであ る． ア 先行することになるのであ るの． 

メリヵ ，イギリスでは 第二次大戦中， ENTAC や こうした固体素子によるコンピュータ 開発を 

CoLoSuSs などの電子式計算機の 開発が進め 主導したのが ， 日本電信電話公社電気通信研究 

られ，またレーダーを 中心とした電子技術が 著 所 ( 後，日本電信電話株式会社研究開発技術 本 

しく発展したため ，戦後のコンピュータ 開発は 部 ) と 通商産業省工業技術院電気試験所 ( 後， 

そうした大戦期の 豊富な研究成果をもとに 進め 同院電子技術総合研究所 ) という二つの 国公立 

られた・しかし ，日本では大戦中，既存の 機械 研究機関であ った．この二つの 機関がそれぞれ 

式アナロバ計算機やパンチカード 統計機械の模 パラメトロン 式 と トランジスタ 式コンピュータ 

仮 に終始しており ， レーダ一などの 電子技術も の 開発の中核となり ， 日本のコンピュータ 産業 

米英に大きく 遅れを取ることになった． さらに の形成に大きな 影響を及ぼすのであ る． 

敗戦後の混乱や 海外からの情報途絶などもあ り， 両機関の活躍についてはこれまでしばしば ジ 
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ャ一 ナリズムで取り 上げられ話題となってきた 

が。 ・， しかし，それらの 機関の果たしてきた 役 

割・影響等について 必ずしも十分な 歴史的検証 

が行われてきたわけではない． とりわけ本稿で 

問題にしたいのは ，なぜそれらの 機関が 1g.W0 年 

代 という時代にコンピュータ 分野で大きな 役割 

を果たすことができたのか ，その歴史的背景は 

何であ ったかという 点であ る． 

両機関はもともと 逓信省電気試験所という 国 

立 試験研究機関を 母体としており ，戦後 GHQ 

( 連合国軍総司令部Ⅰの 政策により二つの 機関 

に分割され誕生したものであ った．前身の 逓信 

省電気試験所は 明治時代に創設された 日本で最 

初の電気の総合的試験研究機関であ り，明治以 

来の長い歴史と 伝統を有していた． しかし，長 

い歴史のなかで 電気試験所の 果たしてきた 役割 

も大きく変遷しており ，各時代に電気試験所が 

産業界に対してどのような 役割を果たしてきた 

のかという歴史認識を 抜きにして，その 役割・ 

影響を考えることはできない． 

本稿では電気通信研究所と 電気試験所という 

:: つの国公立研究機関が 日本の初期コンピュー 

タ開発に果した 役割とその影響について 歴史的 

に 検証する．その 際，上記の点を 明らかにする 
ため，まず戦前・ 戦後の電気試験所の 歴史的変 

遷と産業界との 関係について 考察し，その 後に 

両機関を中心としたコンピュータ 開発の経緯・ 

影響等について 論じることとしたひ・ 

Ⅰ 戦前。 戦後の電気試験所 

電気試験所はもともと 工部省・逓信省に 納入 

される電信機材の 試験業務に端を 発しており   

1891 年に官制上の 機関として当時の 逓信省電 務 

局内に設置された ，設立当初は 官営電信電話事 

業の納入物品の 試験とそれに 関連した研究， 民 

問電フ J 業の監督などを 分掌していたが ，業務の 

中心は試験・ 監督であ り，研究は付属的なもの 

に過ぎなかった．いわば 当時の電気試験所は 試 

験研究機関というよりも 技術行政機関というべ 

きも (7) であ ったのであ る．その後，電力業の 監 
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督 行政が段階的に 逓信本省に吸収され ，また電 

信電話用品の 仕様書に関する 権 限が本省に委譲 

されるなど，電気試験所の 技術行政的側面は 

徐々に後退し ，試験研究を 中心とした機関とし 

ての体裁を整えていった．そして ， 1909 年の機 

構 改革によって 対象領域ごとの 番号部 削 が採用 

され，第一部の 電気標準・電気計測，第 - 部の 

電信電話，第姉部の 電力の姉部門からなる 電気 

の総合的試験研究機関としての 道を歩み始め 

るのであ る 6@. 

ところで，Ⅰ 909 年の改革の際，国際電気標準 

の設定・維持とその 予算確保のために 電気測定 

法 (1910 年公布Ⅰの制定が 並行して進められた 

が，同法は民間事業者に 電気試験所に よ る電気 

計器の検定を 義務づけるもので ，電気試験所に 

大きな財源をもたらすことになった．以後，同 

法の強制検定による 財源をもとに 電気試験所は 

徐々に組織を 拡大し， 1914 年に第四部の 無線電 

信電話部門を 増設， 1918 午には独立官制をもつ 

逓信大臣直属の 試験研究機関へと 昇格した．そ 

れにつれて，当初付属的であ った研究業務の 重 

要性が徐々に 増大し， 1920 年代には試験・ 検定 

と並ぶ主要部門へと 発展していった．その 結果， 

特に電力研究の 分野では水銀避雷器 (1917 年 ) 

や対称座標 法 (1923 年 )" をはじめ数々の 優れ 

た研究成果が 生まれ，「電気試験所電力部門の 

黄金時代」を 迎えることになった ". 

しかしながら ，そうした優れた 研究成果が生 

まれた反面，その 成果が産業界の 発展にどれほ 

ど貢献したかというと ，この点は必ずしも 十分 

とはいえなかった．当時の 電気試験所は 産業界 

との技術研究の 交流があ まり活発ではなく ， い 

わば両者は独立的な 関係にあ ったといえるので 

あ る．個人的な 交流は当時ももちろん 行われて 

いたが，組織間の 交流については 目立った事例 

も少なく，電気試験所と 産業界との交流を 促進 

させるような 機構も存在しなかった ". これに 

は 主に次のような 事情があ った・ 

一つは電気試験所の 本省であ る逓信省が産業 

界の技術指導・ 監督の任に直接当たっていたと 
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いうことであ る，上述のように ，電気試験所の 

設立当初はそうした 指導・監督業務も 同所の業 

務となっていたが ，その後，そうした 業務は本 

省であ る逓信省に吸収され ，電気試験所は 試験 

研究業務に特化することになった．当時，電力 

業の技術監督行政を 担当していたのは 逓信省電 

気 局 技術課であ り，同課は「民間会社の 技術の 

本山の様な感があ った」， 0 ，といわれる． また， 

官営電信電話事業の 技術行政を担当していたの 

は 逓信省工務局であ り，同局は購入する 機材の 

仕様書や事業計画，形式証明等を 通じて製造企 

業に直接的に 技術指導を行っていた ",. そのた 

め，両部局とも 民間企業との 関係は緊密であ り， 

電気試験所はいわばそれらの 部局に対する 下請 

け的あ るいは補助的な 地位に甘んじていたとい 

えるのであ る． 

もう一つは当時の 民間企業は外国企業からの 

技術導入や覚国製品の 輸入あ るいは模造など   

外国企業・製品の 強い影響下で 事業を行ってい 

たので，その 技術的関心も 国内の試験研究機関 

より海外の企業・ 製品に向けられていたという 

ことがあ った．当時国内の 主要な電気機械製造 

企業の多くが 外国企業と技術提携を 結んでおり   

例えば，東京電気と 米 GE 社 (1905 年提携，以 

下同様 ), 芝浦製作所と 米 GE 社 (1910 年 ), 三 

菱電機製作所と 米ウェスチングハウス 社 (1923 

年 ), 日本無線と独テレフンケン 社 (1924 年 ) 

などの提携関係があ った．また，外国企業との 

合弁で設立された 電気機械企業も 少なくなく， 

日本電気 ( 米 WE 社との合弁， 1899 年設立 ), 

富士電機，富士通信機製造 ( 独 ジーメンス 社と 

0 合弁， 1923, 35 年設立 ) などがそうした 合弁 

企業であ った②． 

こうした技術研究をめぐる 状況に変化の 兆し 

が表れるのは ，・ 1930 年代に入ってからのことで ， 

当時の国産品愛用運動や 産業合理化運動の 高揚 

を背景に，国内諸機関の 協力を促進する 試みが 

いくっ か行われることになる．まず 1933 年 n1 月 

に逓信省内に 電気通信技術委員会が 設置され， 

電気通信その 他電気技術に 関する重要事項にっ 

い て本省工務局，電気 局 ，電気試験所の 連絡調 

整を促進する 機構が整備された ". 翌月には電 

気試験所電力部門と 産業界との研究交流を 促進 
するため，電気 局 技術課・電気試験所・ 電力会 

社の三者の発起に よ り，電気事故防止協同研究 

会 が発足した．同会は 電気試験所電力部門と 産 

業界 ( 電力・電鉄・ 電気機械・電線・ 碍子業界 

等 ) を っ なぐ共同研究機構を 目指したものであ 

るが，興味深いことに 当時の産業界にはそ うし 

た 研究協力を広範に 行うことに抵抗があ り，そ 

のため，さしあ たり急を要する 雷 等による電気 

事故防止に対象を 絞って研究会を 発足させるこ 

とになったという ，。 ，． 

また，同じ時期，逓信省工務局では 国産品 奨 

励策 ・国内工業育成策を 積極的に進めたが 均 ， 

とりわけ 1932 年に同局の松前重義・ 篠原発 によ 

り 無 装荷ケーブル 方式が発明・ 提案されると ， 

同方式の実用化をめざして 工務局と通信機械・ 

電線各製造企業との 共同開発が広範に 進められ， 

通信技術国産化運動と 呼ばれる一大運動へと 発 

展していった㈹・ 松前らは開発に 際して，「本 

品 " を構成する部分品 並 材料 及 特許は純国産のも 

のたるべし」 ", と， 行き過ぎと思えるほどの 国 

産 技術の利用を 各企業に命じた．こうした 国産 

化運動の高揚は 電気通信学会にも 飛び火 し 

19.%6 年 8 月に同学会に 通信機器国産化調査委員 

会が設置された．同委員会では 1 年間の調査の 

末 ，総理大臣ほか 関係閣僚に「工業国産化政策 

確立に関する 建言書」を提出するなど ，活発な 

活動を展開した 瑚 ． 

しかしそうした 国内諸機関の 協力促進の動 

きが よ り本格化するのは ， 1937 年の日中戦争 勃 

発とそれに続く 1939 年の欧州大戦の 勃発以後の 

ことであ った・この時期，欧米と 同様に日本で 

も科学技術動員の 必要性が高まることになるが ， 

それと同時に 日本では従来の 技術研究のあ り方 

に 対する根本的な 反省・改革の 気運が生まれる 

ことになるのであ る．そうした 改革の中心とな 

ったのが，内務省の 宮本政之輔や 上述の松双重 

義らの官庁技術者を 中心とする「技術者運動」 
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であ った ". 技術者運動とはもともと 大正期の 

技術者の地位向上運動に 端を発するものであ る 

が，総力戦という 危機的状況の 中で従来の技術 

研究体制を打破し ，科学技術動員体制の 構築を 

目指す政治運動へと 発展していくのであ る． そ 

の 結果。 彼らの運動は 当時の近衛新体制運動に 

合流してその 政策的要求を 部分的に実現するこ 

とになり， 1941 年 5 月に科学技術新体制確立要 

綱の閣議決定，翌年 2 月には内閣技術院の 創設 

を見ることになった． こうした科学技術動員の 

流れは電気試験所にも 押し寄せ，同所は 様々な 

形で動員に協力することになるが ， このことは 

同時に従来の 電気試験所と 産業界の関係に 大き 

な変化をもたらすことになるのであ る， 

まず， 1941 年 4 月に前述の電気事故防止協同 

研究会が ( 社 Ⅰ電気協同研究会に 改組され，事 

故防止だけでなく 電力技術を中心により 広範な 

技術分野を対象とした 共同研究機構へと 発展し 

ていった ' 。 " ． 1942 年 2 月には電気技術の 鉱物資 

源探索への応用促進を 目的として財団法人電気 

探鉱協会が設立された ，これは電気試験所の 研 

究成果を電気技術以覚の 分野に幅広く 応用する 

ための試みの 一つであ った． さらに 1942 年 8 月 

には電気試験所の 有する研究成果・ 特許の実用 

化を促進するため ，財団法人電気技術実用化協 
会が電気試験所と 日立製作所・ 東京芝浦電気・ 

三菱電機各社の 発起に よ り設立された ". こう 

して戦時下における 電気試験所と 産業界との協 

力関係が制度的に 築かれていくのであ る・ 

また，戦時下において 学会・学術団体等にお 

ける共同研究・ 調査等の活動が 活発化し，電気 

試験所の関係者の 多くがそうした 活動に関わり   

中心的な役割を 果たすことになった・それまで 

日本では 1932 年に設立された ( 財 ) 日本学術振 

興会がそうした 活動を推進する 中心的な機関と 

なっていたが ， 1938 年 9 月に電気学会に 技術委 

員会制度が創設されると ，同学会においてもそ 

うした活動が 広範に進められることになった ",   

この技術委員会制度は 特定の問題について 必要 

に応じて設置された 従来の委員会とは 異なり   

電気工学及び 工業の全領域を 対象に常時調査研 

究を行うことを 目的とした制度であ った ", さ 

らに 1941 年に上述の科学技術新体制確立要綱が 

閣議決定されると ，電気学会は 政府に「科学技 

術 新体制確立要綱実施に 関する意見書」を 提出 

し ，同学会の技術委員会と 電気学術振興体制調 

査委員会 (1941 年 3 月設置Ⅰを中心とする 科学 

技術動員への 積極的な協力を 泰明した ". 同年 

10 月には電気学術振興体制調査委員会の 提唱に 

基づいて，電気姉学会 ( 電気学会・電気通信学 

会・照明学会 ) と ( 財 Ⅰ科学動員協会 (.1940 年 

12 月に設立された 科学技術動員のための 外郭団 

体 ) の協力に よ り電気学術研究審議会が 発足し， 

電気姉学会を 挙げての総動員協力体制が 整え ろ 

ね た．同審議会では 電気技術の他部門 ( 製鋼等 ) 

への応用，熱帯での 電力・通信網の 建設に関す 

る調査，不足資材の 代用研究等の 事業が行われ 

たが，電気試験所は 同審議会の幹事を 務め，そ 

の運営に中心的な 役割を果たすことになった ". 

その他， 1943 年に上述の内閣技術院の 下で推進 

された研究隣組制度や 内閣の戦時研究員制度， 
陸海軍の軍事研究等にも 多数の電気試験所関係 

者が関係・協力した ". 

終戦後，科学技術動員が 解除され，自由な 研 

究活動が再開されることとなったが ， しかし， 

それによって 直ちに戦時期の 諸機関の協力的体 

制が雲散霧消したわけではなかった．終戦後の 

国土荒廃は戦後復興という 新たな課題をもたら 

し ，戦時期の協力的雰囲気は 戦後にも継承され 

ることになるのであ る．例えば，終戦後間もな 

い 1945 年 1t 月 ，逓信 院 ( 逓信省 ) に逓信技術委 

員会が設置され ，工務局と電気試験を 中心に戦 

後の通信復興に 関する技術的問題について 広範 

な調査・審議が 行われた ". 同委員会の部会・ 

分科会には製造企業も 数多く参加しており ，そ 

うした活動の 中から 紙 蓄電器研究会のように 業 

界関係者による 共同研究会へ 発展する事例もあ 

った ". 

また，電気試験所では 1945 年 10 月，戦災復興 

の緊急課題に 応えるため新機構の 業務部 " に 調 
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図 Ⅰ 電気試験所の 分割・再編 

1948 年 8  月 1949 年 5  月 1952 年 8  月 

商 工 省 通商産業省 通商産業省 
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Ⅰ 信 逓 省 電気通信省 
電気通信研究所 電気通信研究所 

日本電信電話公社 
電気通信研究所 

出所 )  『電気試験双最近の 十年史 ( 創立六十周年記俳 ) J  ( 電気試験所， 1952 年 ) ,  『電気通信研究所十五年史』 ( 日 

本電信電話公社電気通信研究所， 1965 年 ) ,  『電気試験双最近の 十年史 ( 創立 セ 十周年記念 ) ]  ( 電気試験所， 
1963 年 ) をもとに作成． 

注 ) 電気試験所の 分割直前に国際電気通信株式会社の 研究部門と文部省電波物理研究所が 一時的に電気試験所に 吸 
収され，その 後再び分離独立したが ，その過程は 省略した． 

査 係を設置し同係を 中心に電気技術の 農林水 

産業，食品加工業・ 機械工業等への 応用が進め 

られた．特に 終戦直後の食料難を 解決するため ， 

地方に疎開していた 電気試験所の 各支所におい 

て，地域の農業団体等と 協力して農村電化事業 

が 進められた 湖 ． こうした活動は 本来の電気試 

験所の活動領域から 外れたものであ るが，当時 

の協力的雰囲気を 表す象徴的な 出来事であ った． 

ところで，戦後，電気試験所にもたらされた 

最大の変化は ， 1948 年 8 月の分割・再編措置で 

あ った 銭 ． これは通信復興を 最優先課題の 一つ 

ぼ掲げていた GHQ.CCS ( 民間通信局 ) の逓信 

省改革の一環として 行われたもので ，同省の電 

信電話事業を 効率化するため ，同事業に関係の 

ない部門を徹底的に 逓信省から分離することに 

そのねらいがあ った 32,. これによって 電気試験 

所内で特に通信に 関係のない電力・ 電気計測・ 

電気標準等の 部門が商工省外局の 工業技術庁へ 

移管され「電気試験所」の 名称を継承し ，逓信 

省 に残された通信部門が 新名称の「電気通信研 

究所」 へ 改組されることとなった ( 図 1 参照 ). 

この分割に際して 様々な機構改革が 両機関で 

実施されたが ，その際に重要であ ったのは，戦 

時中に築かれた 電気試験所と 産業界との協力体 

制が再び制度化されたことであ った．新設の エ 

業 技術庁電気試験所では 産業界への技術協力を 

制度的に進める 機構として所内に 電気技術相談 

所を創設した．これは 戦時中に同様の 役割を果 

たしていた ( 財 ) 電気技術実用化協会が 戦後， 

工業所有権 の問題から廃止されたこと ，また 同 

協会の活動対象が 公共機関や大企業に 偏りがち 

であ ったことなどに 鑑みて取られた 措置であ り ",, 

いわば外郭団体で 行われていた 機能を官制化し 

たものであ った． 

一方，逓信省電気通信研究所では 設立と同時 

に，徹底的な 機構改革が進められた．この 改革 

は CCS から教示された べル 電話研究所の ，現業 

事業に直結した 研究開発体制がモデルになった 

といわれ，従来の 本省に対する 下請的・補助的 

な 地位を脱し，現業事業の 研究開発の中心機関 

となることが 意図されていた ". 特に従来電気 

試験所で行われていた 試験業務が本省工務局へ 
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移管され，本省工務局で 行われていた 仕様書作 

成業務が電気通信研究所へ 移管されるなどの 諸 

改革が行われた ". こうした改革の 結果，同研 

究所と通信機材製造業者との 距離は一段と 近く 

なり，両者による 共同開発の道が 大きく開かれ 

ることになった．その 最初の成果が 終戦直後か 

ら進められた 4 号電話機の開発であ った ". 同 

機の開発は戦後の 電気通信研究所と 通信機械製 
造企業 ( 日本電気・日立製作所・ 富士通・ 沖電 

気等 ) との共同開発の 端緒となるものであ った． 

また，戦後においても 学会・学術団体・ 業界 

団体等における 共同研究・調査が 活発に行われ 

たが，そうした 活動に多くの 電気試験所・ 電気 

通信研究所の 関係者が参加し ，あ るいは両機関 

の 研究者が自ら 所内に企業等の 関係者を集めて 

研究会を主催するなど ，主導的な役割を 果たし 

た．そうした 研究会・技術委員会等の 事例をい 

くつか上げると ，戦時中から 戦後にかけて 日本 

の電子顕微鏡開発に 大きな影響を 及ぼした日本 

学術振興会第 37 小委員会 ", 日本のコンデンサ 

業界の技術向上に 大きく貢献した 紙 蓄電器研究 

会 ( 後に日本電子機械工業会傘下のコンデンサ 

研究会へ発展 げ ，終戦後から 1950 年代前半にか 

けて電気絶縁材料に 関する海外， ぼ 報の紹介・検 

討，規格制定，試験法の 確立等の活動を 行った 
電気絶縁材料研究会 ( 電気試験所材料部主催の 

研究会 P, フェライト輸入の 動きに対抗して 電 

気試験所を中心に 国内製造企業が 結集して発足 

した フェライト研究会は 953 年 10 月発足 ) 。 。 ， ， 

トランジスタ 材料であ るゲルマニウムの 国産化 

を目指して工業技術院内に 設置されたゲルマニ 

ウム技術委員会 (1954 年 5 月設置川などであ 

る． 

こうした研究会には 国公立研究機関や 大学の 

関係者だけでなく ，多くの製造企業の 技術者が 

参加しており ，まさに官公民をあ げて戦後の技 

術復興に取り 組んだ感があ った・以下に 述べる 

電気試験所・ 電気通信研究所のコンピュータ 開 

発に果たした 役割も，こうした 戦中から戦後に 

かけての様々な 研究協力の延長線上にあ ると 考 

えることができるのであ る． 

2  電気通信研究所とパラメトロン 式コンピュ 

ータの開発 

冒頭に述べたように ， 日本の初期コンピュー 

タ 開発は 1950 年代初頭に海外からの 断片的な技 

術情報に基づいて 始まるが，主要素子であ る真 

空管の大量使用に 対する不安から ， 1950 年代中 

頃 には早くも真空管に 代替する固体素子の 採用 

が 試みられることになった．その 結果， 日本で 

は長期化する 真空管 式 コンピュータの 開発とそ 

の後に開始されたパラメトロン 式及びトランジ 

スタ式コンピュータの 開発がほぼ同時並行的に 

進められることになり ， 1950 年代後半には 固体 

素子に よ るコンピュータ 開発が日本で 主流とな 

るのであ る． こうした開発の 流れを創出する 大 

きな契機となったのが ，東京大学の 後藤英一に 

よ る「パラメトロン」の 発明であ った (1954 年 

3 月 ). 

パラメトロンとはフェライト 磁 心入りコイル 

のパラメーター 励振 という現象を 利用して記 

憶・論理演算・ 増幅の各作用を 実現する素子で 

あ り，信頼性の 高さと安価なところに 大きな 特 

徴 があ った ". 当時，後藤が 所属していた 東京 

大学理学部の 高橋秀俊研究室では ，真空管 式 に 

代替する安価で 小型の計算機械の 開発を模索し 

ており，そうした 過程でパラメトロンの 着想が 

生まれたのであ る ". パラメトロンは 後に日本 

独自の論理・ 記憶素子として ， また戦後を代表 

する工業技術の 発明として大きな 話題を呼ぶの 

であ るが，発明当初は 一部の関係者に 知られる 

だけであ った ". 

パラメトロンの 存在が最初に 公表されたのは ， 

1954 年 7 月 16 日の電気通信学会非直線理論研究 

専門委員会においてであ り，続いて翌週の 23 日 

に同学会電子計算機研究専門委員会で 再び同様 

の報告が行われた ". 後者の委員会ではコンピ 

ユータに 関心のあ る研究者が 28 名参加していた 

理 ", そのうち日本電信電話公社電気通信研究 

所の喜 安善 市と国際電信電話株式会社研究部の 
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表 1  パラメトロン 共同研究の成果 ( パラメトロン 応用機器 ) 

開発者   計算機器   通信機器 

PD1516  (1956.10) 
東京大学理学部 PC-1  (1958.3) 

PC-  2  (1961.8) 

日本電信電話公社 

電気通信研究所 
MUSASINO-1@ (1957.3) 
MUSASINO-1B (1960.3) 

半 電子交換機 a (1955.12) 
222 装置 ( 時間帯域 登算 装置 ) (1957.6) 
CAMA 装置 ( 自動料金会計装置 ) (1958.8) 
半 電子交換機Ⅲ (1959.1) 
全電子交換機の (1959. Ⅰ 0) 
CAMA タイパ装置 (1961.2) 

国際電信電話株式 

会社研究所 
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 l ARQ 装置 ( 自動誤字訂正装置 ) (1960 ・ 1) 

出所 ) 前掲『電気通信研究所十五年史』，高橋秀俊 丁 電子計算機の 誕生』 ( 中分新書， 1972 年 ), 『国際電 

信電話株式会社二十五年史 J ( 国際電信電話株式会社， 1979 年 ), 中込雪男・中坊 覚 「パラメトロ 

ンの 応用 (1) 」下国際通信の 研究』 ( 第 19 号， 1958 年 ), 大島信太郎 他 「パラメトロンの 応用 (n) 」 

『国際通信の 研究 J ( 第 23 号， 1959 年 ) 等をもとに作成． 

注 ) 機種 名 に付した括弧内の 数字は同機の 試作完成の年月を 示す．ただし 国際電信電話株式会社の 

通信機器については 実用化の年月を 示した． 

大島信太郎の 二名に強い関心を 持たれることに 高まっていた． しかし， 同 科では当初から 高価 

なった．彼らはパラメトロンがコンピュータだ で 不安定な真空管を 大量に使用するディジタル 

けでなく電話交換機をはじめ 様々な通信機器に 式 コンピュータの 試作の可能性について 疑問を 

広く応用できる 重要な発明と 考え，ほどなく 東 抱いていたため ， とりあ えずコンピュータの 試 

東大学の高橋研究室と 接触，その結果， 1954 年 作 には着手せず ，理論研究とアナロバ 式相関 器 

12 月に東京大学高橋研究室・ 電電公社電気通信 などの特殊な 計算機器の試作を 進めることとな 

研究所・国際電電研究部 ( 後，同社研究所 ) の った ・ 

三者によるパラメトロンの 共同研究が開始され その後，アナロバ 式計算機器の 限界が徐々に 

ることになった 4 の． 痛感される一方で ，汎用性のあ るコンピュータ 

ところで，電気通信研究所では 1951 年 2 月に への認識が高まったため ，伝送研究科では 将来 

同所基礎研究部門伝送研究科 ( 後，伝送研究 課 の 電子交換機への 応用可能性などを 考慮して， 

ヰ 電子応用研究室 ) に伝送基礎バループが 設置 1953 年度からコンピュータの 研究に本格的に 着 

されて以来，同グループによって 情報処理方 手 することになった． しかし前述のように 当 

式，電子回路技術の 基礎研究が進められていた・ 時の真空管の 信頼性には問題があ り，また トラ 

同グループの 研究を指導していたのが ，上述の ンジスタも当時は 点接触型が主流で 非常に不安 

喜安 書市伝送研究科長であ った．研究の 目的は 定 であ ったため，論理素子の 選定に悩まされる 

情報処理・電子回路技術の 電気通信分野 ( 伝 ことになった．そうした 状況下にパラメトロン 

送 ・交換等 ) への応用にあ ったが，当時は 所内 が 登場し， 喜 安がそれに注目したのであ る 甥 ． 

の 数値計算業務の 機械化という 現実的な要請も こうして東京大学で 生まれたパラメトロンは ， 

あ り，また海外からの ENIAC などの情報も 影響 東京大学・電電公社・ 国際電電の姉者の 共同研 

して，伝送研究科内のコンピュータへの 関心は 究へ 発展し， 1954 年から 57 年にかけて三者の 協 
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富士通信機製造 

FACOM@200 1957 年 10 月 1958 年 9  月 1 

FACOM212A 1957 年 末 1959 年 3  月 3 

FACOM@201 1959 年初頭 1960 年 1  月 2 

FACOM@202 1958 年 - 1960 年 8  月 1 

沖電気工業         一 1 1958 年 3  月， 1959 年 3  月 。 1 

三菱電機 @MELCOM  3409  l   @  1960 年 3  月     

出所Ⅰ情報処理学会歴史特別委員会編『日本のコンピュータの 歴史』 ( オーム 社 ， 1985 年 ). 

第 2 部，第 3 部，和田腔「事業展望 : 電子応用」『電気通信学会雑誌』 ( 第 42 巻 第 

t 号 ， 1959 年 ), 120 頁，表 5-1, 同 ( 第 43 巻第 1 号， 1960 年 ), 107 頁，表 5-1, 

同 ( 第 44 巻第 1 号， 1961 年 ), 148 頁，表 7-1, 西野博二個「事業展望 : 電子応用」 

『電気通信学会雑誌」 ( 第 45 巻第 7 号， 1962 年 ), 1009 頁，表 8-1, 「資料 : 計数型 

電子計算機納入状況」 " 情報処理』 ( 第 2 巻第 3 号 ), 158 頁，及び各社発行の 技術 

雑誌等をもとに 作成． 

注 ) 本表ではプロバラム 内蔵 方式・ディジタル 方式・電子方式を 採用した汎用の 計算 

機械を対象に ， 1960 年までに民間企業によって 製作・設置された 機種を掲載した   

力 体制のもとで 数多くの理論・ 応用研究が行わ こうした成果は 結果的に東京大学の 研究グル 

れることになった．パラメトロンは 新しい素子 一プ に 電電公社と国際電電という 巨大組織の カ 

であ ったため，それを 用いた機器の 実用化には が 加わったことで ，短期間のうちに 集中的かつ 

材料，・部品の 検討から回路構成・ 実装の検討， 組織的に人材と 資金を投入し 広範かつ周到に 

ユニット機器・ 周辺機器の試作に 至るまで， 広 関連特許・応用特許の 出願・取得を 進めたこと 

鈍 かっ総合的な 研究開発努力が 必要とされた   によるものといえる．従来， 日本ではフェライ 

そのため，三者はそれぞれ 研究を分担しながら ， ト などのように ， 日本で基本的な 発明が行われ 

東京電気化学工業 ( 後， TDK) や東北金属など ながらも外国企業に 関連特許・応用特許を 押さ 

の 部品・材料製造業者とも 協力して研究を 進め えられるという 事例がまま見られたが ，パラメ 

た沖 ．その結果，表 1 に見られるように ， コン トロンはこの 点で非常に成功した 事例として後 

ピュー タや 電子交換機など 木羨 々 な パラメトロン 年高い評価を 受けることになる ". 

応用機器の開発に 成功し，また 100 件 余りの 特 さて，パラメトロンの 登場は民間企業の 側に 

許を取得するなど ", 著しい研究成果を 上げる とっても大きな 刺激となり，企業におけるコン 

ことに成功するのであ る ". ピュータ開発の 気運を高めることになった． こ 
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こで中心的な 役割を果したのが ，前節で述べた 

電気通信研究所と 通信機械製造企業 ( 日本電 
気・日立製作所・ 富士通信機製造・ 沖電気等 ) 

との協力関係であ った．この両者の 関係を通じ 

てパラメトロン 技術が企業に 移転され，企業の 

コンピュータ 事業化への大きな 足掛かりとなる 

のであ る⑧ ( 表 2 参照 ). 

最初にパラメトロンに 関心を示したのは ， 日 

本電気と日立製作所の 二社であ った． 日本電気 

は 電気通信研究所のパラメトロン 研究グループ 

に接触し 1955 年 7 月より同研究所の 指導のも 

とパラメトロンの 応用研究に着手した ",, 日立 

製作所は同じ 時期，東京大学の 関係者に接触し 

そこで得た情報をもとにパラメトロンの 応用所 

究 に着手した．その 後， 日露・日立の 両社は 

1956 年 12 月に電気通信研究所との 間に「電子交 

換機および関連機器の 共同研究に関する 協定」 

を締結し，三者による「電子交換研究会」が 組 

織された． これは電気通信研究所主催の 共同研 

発会であ り，電子交換機やコンピュータなど 将 

来公社で納入が 予想されるパラメトロン 応用機 

器の開発を目指したものであ った． 1958 年 7 月 

には富士通と 沖電気の 2 社が電気通信研究所と 

同様の協定を 結び，同研究会に 参加した， 

当時の電気通信研究所は 前節で述べたように ， 

大手通信機械製造企業と 非常に緊密な 関係にあ 

り，研究所には 常に企業の研究員，技術者たち 

が出入りするなど ，人的・技術的交流は 非常に 

活発であ った．そのため ，研究所の所員が 企業 

の技術者に指導・アドバイスなどを 行うことは 

日常茶飯事であ り，研究所が 持つパラメトロン 

情報も比較的容易に 企業側に流れていった． と 

りわけ電子交換研究会のような 組織はそうした 

交流をより緊密なものにしたが ，同研究会では 

各社の電子交換機・コンピュータ 関係の中心的 

な技術者が定期的に 研究所に集まって 会合を開 

き，活発な議論を 展開したという ". こうした 

技術交流が基礎となって ，企業におけるパラメ 

トロン式コンピュータの 開発が進められたので 

あ る． 

3  電気試験所とトランジスタ 式コンピュータ 

の開発 

一方，通商産業省工業技術院電気試験所では 

1954 年末にトランジスタによるコンピュータの 

開発に着手した ，当時， トランジスタは 真空管 

よりも不安定で 高価な部品であ り，それをコン 

ピュータ ヘ 応用しょうという 試みは日本では 皆 

無であ った． しかし，電気試験所では 敢えてそ 

の 不安定なトランジスタによるコンピュータの 

開発に挑み， 日本におけるトランジスタ 式コン 

ピュータ開発の 流れを創り出すことになる． 

電気試験所では 戦前 来 ，スイッチンバ 理論や 

論理数学の研究の 歴史があ り，そうした 研究の 

流れが分割後の 電気試験所に 継承され， 1950 年 

代前半に同所材料部物理課数学研究室 ( 後，物 
理部応用数学課 ) において ETLMarkl, ETL 

Mark¥U などの りレ 一式計算機の 開発に結実し 

た ． しかし，同所で 電子式コンピュータの 研究 

開発が始まるのは ， 1954 年 7 月の電子部の 設置 

以後のことであ り，同部の設置によってコンピ 

ュータを含めた 電子技術の応用研究が 幅広く行 

われるようになった。 6,, 

ところで，第 1 節で述べたように 分割後の電 

気試験所は電力部門を 中心とする試験研究機関 

となったが，その 際，電気通信研究所との 重複 

を避けるため ，工業技術庁設置法施行令 ( 政令 

第 207 号， 1948 年 8 月 1 日 ) によって電気試験 

所における電気通信の 試験研究は一切禁止され 

ることになった．そのため ，同所における 電子 

技術関係の研究も 著しく制限され ，しばらく同 

所材料部物理課で 基礎的な研究が 行われるに 留 

まることとなった・その 後， 1952 年 8 月の日本 

電信電話公社の 発足により電気通信研究所が 公 

社の研究機関となると ( 図 1 参照 ), 電気通信 

関係の国立研究機関は 消滅することになり ， 上 

述の施行令による 試験研究の制限は 存在理由を 

失うことになった・このため ，公社の発足と 同 

時に施行令は 改正され，電気通信の 除外規定は 

削除されたが 簗 ，これによって 電気試験所では 
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電気通信を中心とする 弱電部門を再興する 気運 

が生まれることになった ，こうした状況下に 設 

置されたのが 電子部であ った ". 

電子部の設置は 戦後電気試験双最初の 海外留 

学生として渡米し 同国の電子技術の 発展に触 

発されて帰国した 和田腔企画課長 ( 後，電子部 

長 ) の構想によるもので ，そのねらいは 電子技 

術の通信以覚の 分野への広範な 応用にあ った． 

もともと電子技術は 通信分野から 生まれ発達し 

たものであ るが，戦時中から 戦後にかけて 米英 

を中心にレーダ コ コンピュータ ，オートメー 

、 ンコシなど様々な 応用分野が開拓され ， さらに 

戦後米国で画期的な 電子部品， トランジスタが 

発明され，新しい 応用分野の発展可能性は 高ま 

りつつあ った． しかし，当時の 日本では電子技 

術はなお通信技術の 延長線上に位置付けられて 

おり，それらの 分野に対する 関心は必ずしも 高 

くなかった．そこで ，和田は電気通信研究所と 

の 研究重複を避けることも 考えて，電気試験所 

では電気通信以覚の 電子技術の新しい 応用可能 

性を追求するべきと 考え，すでに 所内で検討さ 

れていた「通信部」案を 変更し，電子部の 設置 

を立案・推進するのであ る． 

電子部では発足に 際して半導体とパルス 技術 

という二大研究目標を 掲げ研究に着手したが ， 

しかしコンピュータなどの 電子機器の開発につ 

いては発足当初から 具体的な計画があ ったわけ 

ではなかった． むしろ同部ではトランジスタの 

開発やその特性試験方法，受動部品の 小型化な 

どの研究が先行して 進められており ，そうした 

研究に続くトランジスタの 応用研究の一つとし 

て，コンピュータの 試作が取り - ヒ げられること 

になるのであ る。 9,. つまり，同部ではコンピュ 

ータの開発が 第一の目的ではなく ， トランジス 

タを用いて何か 電子機器を組み 立てようという 

発想から研究が 出発しているのであ る・こうし 

た事情は他の 日本のコンピュータ 開発者たちと 

大きく異なる 点であ り，それゆえに 同部では当 

初から当時信頼性の 点で大いに問題あ りとされ 

たトランジスタを 論理素子に選び ， コンピュー 

タ 0 開発に挑戦するのであ る． 

最初に取り組んだのは ， ETLMarkII1 と呼ば 

れる小型の実験機の 開発であ った 鋤 ．同機は 

1954 年 11 月に最初の開発計画案が 作成され， 

1955 年から 56 年にかけて製作が 進められた． そ 

の 結果，電子部の 開発グループは 同年 7 月に同 

機の始動に成功することになるのであ る．同機 

はトランジスタに 点 接触型を採用したため 不安 

定な機械であ ったが， トランジスタ 式としては 

日本で最初のものであ り，国際的に 見ても数少 

ない先駆的なマシンの 一つとなった． これは当 

時の日本の実情を 考えれば驚くべき 出来事であ 

った， 

そのため， MarkIlK の実現のためには 種々の 

工夫がなされており ，それらの工夫がまた 同機 

を大きく特徴づけることになった．その 一つが 

ダイナミック 回路の採用であ った． これは米国 

標準局の SEAC という真空管 式 コンピュータに 

採用されていた 演算回路方式で ， トランスを 利 

用 することに 2 0 能動部品 ( 真空管・トランジ 

スタ ) の数を極力減らすことができた．このた 

め，処理速度は 遅くなるが，当時不安定で 高価 

であ ったトランジスタの 使用本数を極力減らし 

機器の安定性を 高めることができた． もう一つ 

はプリント配線によるプラバイン・パッケージ 

方式の採用であ った． これは各構成回路をプリ 

ント配線によってパッケージ 化し ， 差し込み方 

式で接続する 回路実装方式で ，回路の小型化と 

調整・保守の 容易化を実現した．今日では 標準 

的な回路実装方式であ るが，当時の 日本では最 

先端の試みであ った．電子部では 発足当初から 

回路を小型化・ 安定化させるための 部品研究・ 

実装研究に積極的に 取り組んでおり ，そうした 

成果がコンピュータの 開発に生かされることに 

なった ". こうした Mark II1 の特徴のいくつか 

は後に国内製造企業各社へ 受け継がれ， 日本の 

初期トランジスタ 式コンピュータに 共通の特徴 

となった． 

続いて，電子部では 1956 年 10 月 よりトランジ 

スタ式コンピュータ ， ETLMarkIV の開発に着 
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表 3  民間企業のトランジスタ 式コンピュータ 

(1960 年まで ) 
開発期間 設置 

企業名 機種 名 
開始 完成 台数 

日本電気 NEAC@2201 1957 年 末 1958 年 9  月 1 

NEAC@2203 1958 年 11 月 1959 年 8  月 4 

日立製作所 
HITAC@301 1958 年 5  月 1959 年 4  月 3 

HITAC@102   1960 年 m1 月 2 

(141)  141 

松下通信工業   MADIC！ 1958 年 5  月 1959 年 4  月 ]l 工 

沖電気工業 
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出所 ) 表 2 に同じ． 

注 ) 本表ではプロバラム 内蔵 方式・ディジタル 方式・電子方式を 採用した汎用の 計算 

機械を対象に ， 1960 年までに民間企業によって 製作・設置された 機種を掲載した． 

手 した。 2). これは上述の MarkII1 より大型の実 日も経たないうちに 電子部に指導を 申し出， 同 

月機の開発をめざしたもので ， MarkTTT の基本 年中に MarkIV に基づくトランジスタ 式コンピ 

的 特徴を継承しながらもトランジスタに 接合型 ユータ ， NEAC2201 の開発に着手するのであ る 

を 採用し記憶装置に 磁気ドラムを 採用するな ( 表 3 参照 ). 

ど 仕様に変更が 加えられた．磁気ドラムは 当時 その後， MarklV の評判が高まるに つ れて， 

高速回転体の 精密加工技術を 有していた北辰 電 電気試験所に 技術指導を願い 出る製造企業が 

機 製作所と磁気技術を 有していた東京通信工業 続々と現れたが ， しかし電子部では 希望する 企 

( 後，ソニ一 ) の協力を得て 開発されたが ， こ 業 のすべてに技術指導を 行ったわけではなかっ 

の 装置は後に北辰電機によって 製品化され， 日 た ・先に述べた よう に，電気試験所では 分割の 

本電気や日立製作所などのコンピュータに 採用 際に所内に電気技術相談所を 開設し所内の 技 

されて日本の 初期コンピュータを 代表する 記 ， 憶 術を広く産業界へ 移転する制度が 整備されて ぃ 

装置となった。 '). たが，実際にはどの 企業に技術指導を 行うのか 

ETL  M 町 k  rV  は 1957 年 11 月に完成し， M 荻 k  III は 電気試験所の 担当官の裁量にまかされていた 

に 比べてはるかに 安定した稼働実績を 上げるこ のであ る 鵬 ・ したがって，あ る重要な技術が 電 

とに成功した・ 同機の完成後，電子部では 直ち 気 試験所で開発された 場合，同所の 担当官がど 

に 日本電気，日立製作所，富士通などの 製造 企 の 企業に技術指導を 行うのかによって ，その後 

業 関係者を招待し 同機を公開した．最初に 同機 の 産業発展の構造に 大きな影響を 及ぼす可能性 

に 関心を持ち，電子部に 技術指導を申し 出たの があ った． 

は ，日本電気だった・ 同社は同機の 公開から 10 MarkIV の場合では電子部長であ った和田の 
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判断に よ り。 申請の順序で 指導を行 う 企業が決 

められた．すなわち ，申請願に日本電気 (1957 

年度 ), 北辰電機製作所 (1957 年度 ), 松下通信 

工業は 958 年度 ), 日立製作所 (1958 年度りの 

4 社までを受け 付け，それ以降に 申し出た企業 

についてはすべて 断 わることにしたのであ る 綜 ． 

これには和田の 産業政策的な 判断が働いていた． 

和田は日本の 製造企業は技術力が 弱いので，各 

社が競って同じものを 作ろうとするのではなく ， 

もっと協力して 分業していかなければならない 

と考えていた。 6,, そのため，多くの 企業がコン 

ビュー タ の完成品分野に 進出することは 決して 

好ましいことではないと 考えていたのであ る． 

こうして電子部による L 記 4 社に対する技術 

指導が行われたが ，その内容は 実に懇切丁寧な 

ものであ った．例えば ，企業に電子部のメンバ 

ーを指導 貝 として長期間派遣したり ，企業の技 

術者を実習生として 電子部に受け 入れたりと， 

まさに電子部と 企業が - 体となってコシピュー 

タ の開発に取り 組んだ感があ った㎝．その 結果， 

  hJB4 社において MarkrV 型のトランジスタ 式 

コンピュータが 次々と開発・ 製品化され 

(NEAC220l, HITAC301, HOCl00 ， MADICI), 

4 社のコンピュータ 事業の立ち上がりに 大きく 

貢献することになるのであ る ( 表 3 参照 )". 

特に日本電気と 日立製作所はその 後も MarkIV 

型の後継機を 開発・製品化し ，業界のリーダー 

的企業へと発展していくことになる． 

4  技術研究の交流とネットワーク 什 

これまで電気通信研究所と 電気試験所を 中心 

とするコンピュータ 開発の動きを 見てきたが， 

そうした研究開発活動に 加えて，両機関の 研究 

者が外部の学会や 業界団体等でコンピュータに 

関する技術委員会や 研究会を組織し ，技術研究 

の交流に主導的な 役割を果してきたことも 見逃 

すことができない．この 点は第 1 節で述べたよ 

うに，戦時中から 戦後にかけて 電気技術の分野 

で 広く見られた 特徴でもあ った・ 

電気通信研究所の 喜 安善 市は日本のコンビュ 

一タ開発の草創期から 外部のコンピュータ 関係 

の技術委員会，研究会などに 関わっており ， 

1952 年度に日本学術会議計数装置特別委員会 ", 

1953 年度に大阪大学のコンピュータ 開発計画 7Ul 

などに参加していた．なお ，計数装置特別委員 

会 とは日本最初のコンピュータの 調査審議機関 

であ り，東京大学で 真空管 式 コンビュー タ の開 

発を進めていた 山下英男を中心にコンピュータ 

に関する情報交換が 行われていた ". 

また，宴安 は 1953 年 1 H, 電気通信研究所の 

元上司であ った京都大学の 前田憲一とともに 電 

気通信学会に 電子計算機研究専門委員会を 発足 

させたが ", これは当時日本で 唯一のコシピュ 

ー タ に関する学会組織というべきもので ， 1960 

年に情報処理学会が 創立されるまでコンピュー 

タに関する研究発表・ 研究交流の場として 大き 

な役割を果たした．同会は 会員であ れば誰でも 

自由に参加できる 公開の研究会であ り，発足以 

来 毎月一回，定期的に 研究会を開催した．興味 

深いことに同会では 単に研究発表に 留まらず， 

海外文献の検討会や 帰朝報告会，国内施設見学 

会など国内外の 技術情報の収集・ 検討に努めて 

おり，一般に 考えられる学会組織の 研究会 2 0 

はるかに緊密な 情報交流の場となっていた ",. 

そうした活動が 基礎となって ，上記のパラメト 

ロンの発表が 行われ，同会の 幹事を務めていた 

喜安らの関心を 集めることになるのであ る・ さ 

らに喜安ら電気通信研究所のバループは 東京大 

学 ・国際電電 と パラメトロンの 共同研究会を 組 

織し通信機械製造業者と 電子交換研究会を 組 

織するなど，パラメトロン 技術の開発・ 普及に 

大きな貢献をしたことは 前述の通りであ る・ 

電気試験所の 和田腔の場合は ， 1955 年 4 月に 

( 財 ) 電波技術協会に 設置された電子計算機調 

査委員会の活動に 大きく関わり ，同会の運営に 

中心的な役割を 呆した ". 同会の活動は 大変興 

味深いものであ り，国公立 究 機関・大学等の 研 

究 者を中心に電気機械製造企業の 技術者代表を 

広範に集め，各機関・ 各社の協力のもとに 計算 

機器の国内利用状況調査や 外国特許調査・ さら 
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表 4  事務用コンピュータの 共同試作研究 委員会の分解調査・ 試作研究活動の 大きな成果 

(1957 年度 ) であ った．同会の 活動は 1958 年にコンピュータ 

試作装置 試作担当企業 

演算制御装置 東京芝浦電気 

記 - 磯山、 マトリクス 東京芝浦電気，日本電気 
日立製作所 

%  高速磁気ドラム ゴヒ辰 電機 

  

磁気テープ装置 日本電気 
光電式テープ 

日本電気， 日立製作所 
入 り p ダ 沖電気工業 
出 光電式カード 富士通信機 
カ リ・・ - ダ 

富士通信機，沖電気工業   黒沢通信工業 
カードパンチ 沖電気工業 

万能人出力装置 沖電気工業 

出所 ) 和田腔「事業展望 : 電子応用」『電気通信学会 

雑誌』 ( 第 41 巻第 1 号， 1958 年 ), 116 頁，表 2   

表 3 より作成   

に工業技術院や 日本自転車振興会などの 補助金 

に よ る外国機器の 分解調査や試作研究などが 行 

われた・そして ，そうした活動の 成果は随時報 

告書にまとめられ ，関係各機関・ 各企業に配布 

され情報が共有された．例えば ，表 4 に見られ 

る よ うに， 1957 年度には当時の 事務用コンピュ 

ータの標準 機 であ る lBM65(@ を目標に，関連の 

製造企業を広範に 動員して共同の 試作研究が行 

われた・この 共同研究では 将来有望な市場とな 

る事務用にねら ぃ を定め，事務計算に 必要な 

様々な周辺機器の 開発に広範に 取り組んでおり   

その意味でコンピュータの 産業としての 将来を 

見据えたより 実践的な試みであ ったといえる． 

こうした委員会の 活動は各企業のコンピュータ 

開発やその事業化に 少なからぬ影響を 及ぼして 

おり，前節で 述べた北辰電機の 磁気ドラム装置 

のような技術的成果も 委員会活動の 中から生ま 

れた・同装置は 委員会が輸入したカナダのフェ 

ランティ社製装置をモデルに 開発されたもので ， 

を 中心とした業界団体であ る ( 社 ) 日本電子工 

業振興協会が 設立されると ，同協会の電子計算 

機技術委員会に 引き継がれ，。 ，，同協会の 技術委 

員会活動の中核を 担うことになる． 

また，和田は 当時，電気学会でオートメー 、 ン 

ョン 技術委員会 (1957 年 7 月設置 ) を主催して 

いたが 肋 ，同委員会においても 日本のコンピュ 

ータ技術の現状について 調査・検討が 行われた． 

偶然にも委員会が 1958 年 9 月に開催した 討議会 

の 全記録が『電気学会雑誌』に 掲載されている 

が 何 ，これを見ると ，参加者には 国公立研究機 

関・大学・企業の 関係者に加えて 大手ユーザー 

まで含まれており ，参加者の間で 非常に真摯で 

熱心な議論が 行われていたことが 窺える．同会 

に 限らず， どの技術委員会，研究会も 参加する 

研究者・技術者のメンバーはほぼ 固定化されて 

おり，いずれも 各機関のコンピュータ 開発の責 

任者にあ たる人物が出席していた・そのため ， 

参加者は互いに 顔見知りの間柄であ り，そうし 

たこともまた 活発な情報交換が 行われる要因に 

なったものと 推察される・さらに 和田は 1960 年 

4 月の情報処理学会の 創設にも大きく 関わって 

いた・ 

以上に述べた 技術委員会・ 研究会等の活動の 

影響は各機関・ 企業のコンピュータ 開発・事業 

に直接的に表れるものではないが ，個々の機 

関・企業の技術研究に 交流の場を与え ，情報交 

流を円滑にするなど ，全体的な技術研究の 促進 

に大きく寄与したものと 考えられる．こうした 

委員会・研究会活動は 個人的なレベルでの 分散 

的な交流とは 異なり，特定の 機関に常置され ， 

各機関・企業の 技術研究を結びつける 役割を果 

たしており，いわば 制度化され，ネットワーク 

化された交流であ ったといえる 78). 

むすび 

これまで日本の 初期コンピュータ 開発に果た 

した国公立研究機関の 役割について ，戦前の逓 
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信 省電気試験所の 時代にまで遡り 歴史的に検証 

してきた．これによって 各時代により 電気試験 

所の 果 たした役割，有していた 機能が大きく 変 

化してきたことが 明らかになったであ ろう．こ 

うした同所の 長い歴史の中で ， 特に戦時期から 

戦後の 1950 年代までの時期は 一貫した流れの 中 

で位置付けることができると 思われる．すなわ 

ち，戦時中においては 科学技術動員のため ，戦 

後においては 技術復興のため ，電気試験所の 社 

会 ・産業界に対する 役割が高まると 同時に，両 

者の関係が最も 緊密となる時期であ ったという 

ことであ る．そうした 時代の要請に 応じて，電 

気試験所は戦時期には 外郭団体を設立し ，戦後 

には種々の機構改革を 実施することによって 産 

業界との協力体制を 築き，また学会・ 業界団体 

等の技術委員会・ 研究会で主導的な 役割を果た 

し，技術研究の 交流に貢献していったといえる 

のであ る． 

そうした状況下，電気試験所・ 電気通信研究 

所の両研究機関が 日本の初期コンピュータ 開発 

において果たした 役割はきわめて 大きいものが 

あ ったいえる．それらの 機関は単に固体素子に 

よるコンピュータの 開発に先鞭を 付けたという 

だけでなく，その 成果を国内製造企業に 広め， 

国内諸機関の 技術交流を促進させるなど ，国内 
のコンピュータ 技術の発展に 広範な役割を 果た 

した． 

そのため，それらの 国公立研究機関が 製造 企 

業の コンピュータ 事業に及ぼした 影響も大きく   

あ る意味ではそれらの 機関との関係・ 距離によ 

って，各企業のコンピュータ 事業の立ち上がり 

が左右されたといっても 過言ではなかった・ 日 

本のコンピュータ 業界の大きな 特徴として，い 

わゆる電電ファミリーと 呼ばれる通信機械製造 

企業が中心であ ったこと。 最初から大手企業中 

心の寡占的体制であ ったことなどがあ げられる 

が，こうした 特徴もそのことの 証左であ った・ 

また，国公立研究機関の 研究者がコンピュー 

タ関係の技術委員会・ 研究会等で果した 役割も 

大きく，そうした 役割は利益目標を 持つ民間企 

業の技術者では 果しにくいものであ ったといえ 

る．当時の日本のコンピュータ 分野では様々な 

技術委員会・ 研究会が学会・ 業界団体等に 設置 

されており，非常に 緊密な技術研究の 交流が行 

われていたのであ る． 

[ 付記 ] 

本稿は 1997 年 11 同 18 日に大阪で開催された 

( 社 ) 電気学会電気技術史研究会における 筆者 

の報告，「日本の 初期コンピュータ 開発と公共 

研究機関の役割」『電気学会研究会資料』 ( 電気 

技術史研究会， HEE-97-27, 1997 年 ) に大幅に 

加筆修正を加え 作成したものであ る・本稿の作 

成にあ たり，電気試験所・ 電気通信研究所の 関 

係者の方々をはじめ ，多くの方々よりご 教示を 

い ただきました．厚く 御礼申し上げます   

圧
 
（
 

N  当時日本で行われていた 唯一の海外交流は ，ユ 

ネスコ ( 国連教育科学文化機関 ) の国際計算セ 

ンター設置計画への 参加であ った． これは 1951 

年秋にユネスコより 日本政府へ要請があ ったも 

ので，非常に 限定された形ではあ るが当時の日 

本の研究者に 海外と交流する 道を開くことにな 

った． この点については ，拙稿「日本における 

コンピュータの 産業化 - 研究者・技術者の 活動 

を中心に」「研究年報経済学」 ( 東北大学，第 56 
巻第 1 号， 1994 年 ), 88-89 頁を参照・ 

2) 同上 稿 ， 90-92 頁を参照．なお ，唯一の例外は 富 

士 フイルムの FlI,rTC であ った．同機は 真空管 式 と 

しては比較的順調に 開発が進められ ， 1956 年 3 

月に日本初のコンピュータとして 完成している 

( 岡崎文火「わが 国最初の電子計算機一 FUJlC の 

一生」「 b Ⅱ ( 第 3 巻第 12 号， 1971 年 ) を参照 コ   

しかし， FUJlC にしても組立から 完成までに 3 年 

以上もの歳月を 要している． 

3) この点については ，前掲拙稿， 89 頁，表 1 を参 

照   
弓 もっとも周辺機器，ソフトウェアといった 分野 

では依然として 深刻な技術格差があ ったことが 

指摘されている．高橋 茂 「利用発達 朗 (HITAC 
3010 以降 ) 」，「 HITAC ュ 一ザ」編集委員会編『コ 

ト年の歩み」 (HITAC ユーザ 研究会， 1983 年Ⅰ所 

収， 31 頁を参照． 
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があ り，これが後にトランジスタに 代替される 

要図となった． 

43) 財団法人パラメトロン 研究所編『 パ ラメトロン 

の研究 1 』 ( 共立出版株式会社， 1959 年 ), 「発刊 

0 群」．後藤英 @  「パラメトロン 計算機 PC-l 」 

Ⅱ 清報 処理』 ( 第 16 巻第 1 号． 1975 年，， 39 頁・ 

44) 実は世界的数学者でコンピュータの 発案者の一 

人であ るフォシ・ノイマンが 後藤のパラメトロ 

ンと同様の原理を 考え出し，後藤よりも 1 カ月 

早く特許出願していたことが 後に明らかになっ 

た ． しかし，ノイマンの 特許は非常に 抽象的で， 

具体的な実現方法が 示されていなかったという 

。 高橋秀俊『電子計算機の 誕生 - 』 ( 中央公論社， 

1972 年 ), 80-82 頁 コ ・ 

45, 「調査研究専門委員会の 活動状況」「電気通信 学 

会 雑言志」 ( 第 37 巻 第花号 ， 1954 年Ⅰ， 881 頁・ 

46) 前掲「調査研究専門委員会の 活動状況」。 881 頁・ 

47)  前掲拙稿， 92-93 頁． 

48 Ⅰ前掲「電気通信研究所十五年史」， 122-123 頁 

。 喜安 執筆 ). 喜 安養 市 Ⅰ情報通信の 源流を求め 

て - 通信研究者の 回想」 ( 三田出版会， 1997 年 ), 

204-206 頁   

49) 福井憲 --- 氏 ( 当時， 日本電信電話公社電気通信 

研究所研究員 ) より聞き取り (1998 年 1 月 12 Ⅲ・ 

50) 前掲『電気通信研究所十五年史」， 126-127 頁， 
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69) 「会長経過報告 : 計数装置特別委員会名簿」 F 日 

本学術会議第十姉回総会配布資料』 (6 - 報告， 

1952 年 ). 
70) 城 恵姉・敬之 力 三郎・安井 裕 「真空管 式 ディジ 

タル計算機試作の 思い出」『 biM  ( 第 4 巻第 2 号， 

1972 年 ), 116 頁． 

71) 喜安書 市氏より聞き 取り (1994 年 4 月 14 日 ). 前 

掲拙稿「日本におけるコンピュータの 産業化」， 

88-90 頁． 

72) 喜安書 市氏より聞き 取り (1997 年 11 月 6 日 ). 

「電気通信技術委員会研究専門委員会昭和 28 年度 

経過報告」『電気通信学会雑誌』 ( 第 37 巻第 6 号， 

1954 年 ), 431 頁． 

73) この点については ，当時の『電気通信学会雑誌』 

に四半期ごとに 掲載された「電気通信技術委員 

会 研究専門委員会業績報告」から 窺い知ること 

ができる． 

74) 電子計算機調査委員会の 活動については ，前掲 

拙稿「日本におけるコンピュータの 産業化」で 

詳細に論じた． 同稿 ， 97-103 頁を参照． 

75) 「会務報告」『電子工業振興協会会報』 ( 第 1 号， 

1959 年 ), 37 頁． 

76) 「調査委員会記事」『電気学会雑誌』 ( 第 77 巻第 

829 号， 1957 年 ), 1424 頁．「電気学会会報」『電 

気学会雑誌 ユ ( 第 78 巻第 837 号， 1958 年 ), 850 頁． 

77) 「電子計算機技術討議会」『電気学会雑誌』 ( 第 

78 巻第 843 号， 1958 年 ), 1603-1637 頁を参照． 

78) コンピュータに 限らず，おそらく 当時の日本で 

はそうした技術交流の 場が同一の分野で 複数点 

在し，各機関の 技術研究の交流に 大きな役割を 

果たしていたと 推察されるが ，この点の検証は 

今後の課題であ る． 

( あ おき ひろし 横浜国立大学経営学部助教授 コ 


